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北海道開発局建設業等の働き方改革について

北海道開発局ホームページへはこちらから。

北海道開発局長記者会見資料
平成３１年４月１２日

～ 週休２日工事・ICT活用工事の取組状況 ～



北海道開発局建設業等の働き方改革の経緯等について

平成３０年 ７月 ６日 「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」が公布

平成３１年 ４月 １日 同法施行 （※中小コンサルは１年の猶予、建設業は5年の猶予）

○生産年齢人口が減少する中、社会インフラの整備・維持管理や災害対応に重要な役割を担ってい
る建設産業の担い手確保・育成に向けて、建設業等の働き方改革の実現は急務となっている。
○しかしながら、その実現に当たっては、個々の建設業者や建設業界全体の取組と併せて、発注者
側の取組も不可欠。
○このため北海道開発局では、工事及び業務の円滑な執行のもと品質を確保しつつ、建設業等の働
き方改革の実現を図るため、「北海道開発局建設業等の働き方改革推進本部」を設置し、取組を推
進している。

平成２９年１０月２４日 北海道開発局建設業等の働き方改革推進本部設置

平成２９年１２月１２日 平成２９年度北海道開発局建設業等の働き方改革実施方針策定

平成３０年 ４月２３日 平成３０年度北海道開発局建設業等の働き方改革実施方針策定

北海道開発局においては、北海道の建設業及び建設関連業（測量業、地質調査業、土木関係コンサルタント、建築関係コンサルタント及び
補償関係コンサルタント）について、「適正な工期設定」、「適切な賃金水準の確保」、「週休２日の推進などによる休日確保」など、労働環境の
整備及び技術者・技能労働者の確保・育成やその活躍に資する施策を推進するため、推進本部を設置する。

【取組の趣旨】

【北海道開発局における取組経緯】

推進本部設置目的



○生産年齢人口が減少する中、社会インフラの整備・維持管理や災害対応に重要な役割を果たしている建設産業の担い手確保・育成に向け、建設業等の働き方改革は急務となっている。

○政府の「働き方改革実行計画」を受け、「建設工事における適正な工期設定等のためのガイドライン」が策定され、国交省では「建設業働き方改革加速化プログラム」を策定し取組を加速。

○開発局では工事・業務の円滑な執行と品質を確保しつつ建設業等の働き方改革の実現を図るため、「北海道開発局建設業等の働き方改革推進本部」を設置し、以下の取組を推進。

取組の趣旨

・ 条件明示を徹底し必要な工期を確実に見込む。
・ 条件変更等により工程に影響が及ぶ場合は、必要に応じて工期の延長及び繰り越し手
続き等の適切な処理を行う。

・ 緊急対応等の制約条件がある工事を除く全ての工事を対象に、週休２日工事の試行を
実施する。
・ 契約後速やかに受注者に対して週休２日の取組内容について説明を行う。また、休日に
作業が発生するような依頼は行わない等、円滑な実施となるよう配慮する。
・ 週休２日による施工の実施が確認された工事については、工事成績評定に反映する。
また、優良工事等表彰については、本取組の実施状況を含めて選考する。

・ 余裕期間制度について、積極的な活用を図る。

・ 当初予算におけるゼロ国債の設定による早期発注や２ヶ年国債の設定により、施工時
期の平準化を図る。

・ 各発注機関の発注見通しを統合し開発局ホームページにおいて公表する。また、より多
くの機関の参加が得られるよう働きかけを行う。

・ 適正な履行期間の確保とともに履行期限を分散化し平準化を図る。また、必要に応じて
履行期間の延長及び繰り越し手続き等適切な処理を行う。
・ 時間外の依頼はしない、依頼の期限日は十分な時間的余裕を持つ等の業務環境改善
について、打合せ時に受発注者間で確認する。

取組（１）適正な工期設定・施工時期の平準化

・ 社会保険の法定福利費、安全衛生経費などの必要経費にしわ寄せが生じないよう、社
会保険加入状況の調査等をもとに、業者に対する指導を行う。
・ 「建設業社会保険推進北海道地方連絡協議会」の関係者が情報を共有し一体となって社会
保険加入推進の取組を実施し、加入の徹底を図る

・ 立入検査時に標準見積書等の活用状況を確認し、未利用の場合は、業者に対して活用
の指導を行う。

取組（２）社会保険の法定福利費や安全衛生経費の確保

・ 土工・舗装工・浚渫工（河川、港湾、漁港）・基礎工（港湾、漁港）・ブロック据付工（港湾、
漁港）におけるICT活用工事やCIM等、ICTの全面的な活用を推進する。

・ 流動性の高いコンクリートの採用などコンクリート工の施工効率化に資する工法を積極
的に採用する。

・ 工事書類について、関係団体との意見交換により改善の検討を行い、簡素化を図る。

・ 情報共有システムの活用による効率化を図る。

・ ICTや非破壊試験、映像記録等を活用し、監督検査の効率化を図る。

・ i-Constructionの普及促進に向けて、受注者、地方自治体、職員を対象に講習会や研
修等を実施する。また、関係団体との勉強会等他機関と連携した取組を推進する。

取組（３）生産性向上

・ 下請負人へのしわ寄せが生じないよう、関係団体との意見交換会や建設業法令遵守講
習などを通じて、元請下請間の取引適正化の推進を図る。
・ 立入検査時に、取引の適正化に向けた指導を行う。

取組（４）下請契約における取引適正化

・ 工事の総合評価方式において、技術者育成型（若手・チャレンジ）、女性登用モデル工事、
WLB認定評価型等の試行を推進する。
・ 業務の発注において若手技術者育成型、管理技術者未経験者育成型等の試行を推進する。
・ 官民の女性技術者が視野や知見を広げ活躍できるよう相互の交流支援の取組を行う。

・ 「快適トイレ」の導入等、建設現場を男女ともに働きやすい環境とする取組を推進する。

・ やりがいや魅力を伝えるため学生や保護者を対象とした現場見学会等の取組を行う。

取組（５）その他働き方改革に資する取組

①適正な工期設定

③余裕期間制度の活用

②週休２日確保促進に向けた試行工事の実施

④ゼロ国債等による早期発注等

⑤発注者協議会の取組（品確法運用指針の施策促進）

⑥設計業務等における適正な工期設定及び業務環境の改善

②標準見積書の活用

①社会保険の加入促進

下請契約における取引適正化

①ICTの全面的な活用

②全体最適の導入

③書類の簡素化

④監督検査の効率化

⑤普及促進

①建設業の若手・女性活躍応援の取組

②現場環境の改善

○ 受発注者間の円滑なコミュニケーションを図りつつ、各取組を積極的かつ適切に実施。
○ 意見交換会やアンケート等で意見収集を行い、取組内容の見直し改善について検討。
○ 現場レベルでの意識の浸透及び実施の徹底を図る。

取組の進め方

③担い手確保

平成３０年度北海道開発局建設業等の働き方改革実施方針 参考
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週休2日工事の取組状況について （H30年度）

○平成３０年度の週休２日工事の取組状況については、対象工事（N=1,105件、維持工事や緊急対応等の制約条
件がある工事は除く）の６３％が週休２日を達成。

○週休２日工事受注者アンケートでは、「建設業界全体の意識改革」、「適正な工期設定」に関する意見が多数。
○平成３１年度も引き続き、週休２日工事の拡大に取り組む。

□ 平成３０年度の取組状況

○週休２日実施工事の受注者アンケート○ 週休２日対象工事の達成状況 （ 複数回答により集計 ）

□ 平成３１年度の実施方針

・ 引き続き、原則全ての工事を対象として実施予定。 （但し、緊急対応等の制約条件がある工事は除く）

・ 意識改革が必要とのアンケート結果を踏まえ、「統一土曜閉所」の設定等を検討していく。

① 週休2日を実施して感じた課題 （上位５件）

② 今後、週休2日を実施するために改善を希望する項目 （上位５件）

対象全工事 N=1,105件



工種
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実施率
（％）

契約
工事

ICT
実施

実施率
（％）

土工 211 85 40.3 201 92 45.7

舗装工 11 3 27.3 33 12 36.3
港湾
浚渫工 6 4 66.7 5 4 80.0

河川
浚渫工 － － － 0 0 －

合 計 228 92 40.3 239 108 45.1
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ＩＣＴ活用工事の取組状況について（H30年度）

①地形・地質モデル
（調査、測量）

②設計モデル（検討・調整）

③ＶＲ等の最新機器の活用

④施工モデル（属性付与）

⑤現地確認（360°カメラ）
※活用イメージ

小樽開発建設部

■ICT施工の実施状況（北海道開発局）

（H30実施工事（全国）の平均値（H31.1.3１時点））

約３割縮減

※２ 起工測量から工事完成まで一連の延べ作業時間による比較

※２

■ICT施工（土工）による効果

○ICT技術の活用工種の拡大 ○モデル事務所による先導的・継続的な取組

河川工事道路工事

黒：実施中
赤：H31より実施

※１

ドローンを活用した起工測量

ＩＣＴ建設機械運転席からの視点■平成３１年度の取組

◯ICT施工と従来技術よる作業延時間の比較

◯建設現場におけるICT技術の活用は、ドローンなど３次元データを取得する測量や出来形管理、ＭＣ/ＭＧ技術 を利
用した建設機械による施工により、従来施工に比べ延べ作業時間において約３割の縮減効果が発現。

◯北海道開発局における平成３０年度ICT施工の実施状況は、対象工事のうち約４５％にあたる１０８工事で実施。前年
に比べ、実施率、実施件数ともに増加。

◯平成３１年度においては更なる活用拡大を図るため、ＩＣT技術の活用工種の拡大やモデル事務所による先導的・継続

的な取組を推進。 ※１ 衛星測位システムを用いて施工機械の位置を取得し設計値との差分を画面に表示して機械操作の補助（MG）や自動制御（ＭC）を行う技術


